
単価契約仕様書 

総合企画局デジ タ ル化戦略推進室  

（ 担当 北田・ 神谷 電話 222-3263 ）  

件 名 （ 単価契約） ＮＩ Ｐ 白紙 Ａ ４ 縦判  D_ A4V 

形状・ 寸法 

縦 11. 5 イ ンチ×横 9. 5 イ ンチ 

両耳にミ シン目（ それぞれ端から 0. 6 イ ンチ）  

１ 箱 2, 000 枚入、 折れの単位は１ 枚と する 。  

NI P 用 55 ㎏使用 白色度－70%以上 反射率－75%以上 

再生紙は不使用と する 。  

1 枚目の印刷面に「 印刷面」 又は「 表」 と 表示する 。  

予 定 数 量 ５ ０ ０ 箱 （ １ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 枚）  

契 約 期 間 令和 9 年 4 月 1 日から 令和 10 年 3 月 31 日ま で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契 約 条 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  内容 

本帳票の入札に当たっては、フォ ーム印刷の入札等に係る 事前審査で

ある「 本市デジタ ル化戦略推進室が実施する 印刷履行能力審査」 に合格

済みの事業者である こ と 。  

ページプリ ンタ（ 富士フイ ルム Revor i a Press CF191、Revor i a Press 

CF168） で使用する ため、 別紙「 富士フイ ルムプリ ンタ 本体説明書」（ 必

要な箇所を抜粋） に基づく こ と 。（ 特に、 プリ ンタ のセンサーの動作マ

ージンを確保する ため、用紙に光を当てた時の反射率を７ ５ ％以上確保

する こ と 。）  

別紙見本の色、 紙質、 ミ シン目等を忠実に踏襲する こ と 。 なお、 納品

物に不備がある 場合は、 再納品を要求する 。  

Ｎ Ｉ Ｐ 紙は、 ビニールで梱包し 、 Ｃ 式ダンボール箱（ 外箱の深さ が内

箱と 同一のも の） に入れる こ と 。 ま た、 ダンボールは糊付けし て組み立

てる こ と 。  

外箱側面（ 短辺側）には、製造日、契約件名（ NI P 白紙 A4 縦判 D_ A4V）、

１ 箱あたり の枚数（ ２ ， ０ ０ ０ 枚） を明記し たラ ベルを貼付する こ と 。 

 

２  予定数量 

予定数量の５ ０ ０ 箱を超過する 場合についても 迅速に対応でき る 体

制を整えておく こ と 。（ 予定数量は、 過去の実績又は予測によ る も ので

あり 、 本市の都合によ り 増減する 。 大幅な増減があっても 、 本市は何ら

補償し ない。 ）  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契 約 条 件 

 

３  発注方法及び納期 

発注から ３ 日以内に納品する こ と 。納品日の２ 日前ま でに各購入所属

の担当者に納品日及び納品数を連絡する こ と 。 また、 納品は一括納品を

原則と する こ と 。  

 

４  納入場所 

京都市中京区押小路通河原町西入榎木町４ ５ ０ 番地の２  

総合企画局デジタ ル化戦略推進室 

納品の際に、 納品書を各購入所属単位で発行し 、 総合企画局デジタ ル

化戦略推進室の担当者に交付する こ と 。 ただし 、 本市の指定する 別の場

所( 各課・ 事業所・ 学校等又は購入所属が指定する 事業所・ 施設等( ただ

し 、 配達地域は本市内に限る 。 ) ) へ納入を指示する 場合がある 。 こ の場

合、 納品書は各購入所属の担当者に交付する こ と 。  

 

５  支払方法 

当該納品物について各購入所属単位に支払いの請求を行う も のと し 、

支払いは当該請求に基づいて行う も のと する 。  

 

６  テス ト 納品 

落札後、 速やかにテス ト 用と し て帳票を３ ０ ０ 枚納品する こ と 。（ 当

該テス ト 分は、 予定数量の５ ０ ０ 箱には含ま ない。） 納品後、 デジタ ル

化戦略推進室でテス ト を行う ので、 その結果を待ってから 、 本納品分の

帳票の製作にと り かかり 、契約期間開始時から 直ちに本納品が行える 体

制を整える こ と 。 ま た、 テス ト 納品分については支払い請求に含めない

も のと する 。  

 

７  品質の確保 

当該納品物使用時に、 印字の不良、 ジャ ム、 破損、 パンチく ずの混入

等が発生し 、品質に問題がある と デジタ ル化戦略推進室が判断し た場合

は、 直ちに調査を行い、 良品を再納品する こ と 。  

 

８  その他 

本仕様書に定めのない事項については、京都市契約事務規則によ る ほ

か、 本市の指示によ る も のと する 。 上記の条件を満たすこ と ができ ない

場合は、 本市は契約を解除する こ と ができ る 。  

 


























































